
個人補助制度と個人特定型機関補助制度について
厚生労働科学研究費補助金型

研究者A 配分機関

厚生労働省

①計画提出

②採択通知

④交付申請
（研究機関の代表者の承諾）

研究機関の代表者

③承諾 ⑥経理委任
⑤研究費交付

科学研究費補助金型

研究者A
配分機関

文部科学
省

学術振興
会

②計画提出

③採択通知

④交付申請
（研究機関の代表者が申請者）

⑤研究費交付

研究者B

①
計
画
調
書
提
出

１．研究代表者

２．研究機関の代表者
３．事務局の責任者（学内規程等により規定されている場合）

⑥いずれかの名義で預金

個人特定型機関補助金型

研究者A

配分機関

②計画提出

③採択通知

④交付申請
（法人としての研究機関が申請者）

⑤研究費交付

法
人
と
し
て
の
研
究
機
関

研究者B

①
計
画
調
書
提
出

：補助金の交付申請者＝補助事業者＝制度に対する責任者

・
・
・

・
・
・

注）記載の形態は各制度の主要な補助形態でこの他の形態を取る場合もある。
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現在の個人補助制度と個人特定型機関補助制度の関係について 

 

 厚生労働科学 

研究費補助金 
科学研究費補助金 個人特定型機関補助金 

研究計画の応募 主任研究者が提出 研究代表者の記入した研

究計画調書を、研究機関

の代表者がとりまとめて

提出 

研究者の記入した研究計

画を法人としての研究機

関が責任をもって提出 

採択通知先 主任研究者 研究機関の代表者 法人としての研究機関 

補助金の交付申

請者 

主任研究者（所属機関長

の承諾書が必要） 

研究機関の代表者（個人

としての資格（以下同

じ）） 

法人としての研究機関 

補助金の交付先 

（振込口座） 

主任研究者 

（主任研究者口座） 

研究機関の代表者 

（研究機関の設けた振込

み専用口座） 

法人としての研究機関 

（法人口座） 

補助金収入の位

置付け 

主任研究者 

 

研究機関の代表者 

（研究機関の収入ではな

い。） 

法人としての研究機関 

補助金の管理者

（補助事業者） 

 

主任研究者（平成15年度

より、原則所属機関の長

への委任を交付要件化） 

研究機関の代表者 

（研究代表者でも学校法

人でもない） 

法人としての研究機関 

法人としての研

究機関の収入 

間接経費 原則、機関収入とは切り

離して、別個に経理。 

（間接経費、機関雇用人

件費等は機関代表者から

改めて機関へ納付） 

直接経費、間接経費の全

て 

 

注）各制度の代表的な補助形態を記載しており、各制度の中でプログラム、研究実施体制により異

なる形態を取る場合もある。 
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　　　　Ｈ１５年度に実施される競争的研究資金制度の資金提供形態

①個人補助、②機関補助、③委託、④その他

国
立
大
学
、

国

立
高
等
専
門
学

校
、

大
学
等
共

同
利
用
機
関

国
立
試
験
研
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機
関

独
立
行
政
法
人

公
立
大
学
、

公

立
高
等
専
門
学

校
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公
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試
験

研
究
機
関

特
殊
法
人
、

公

益
法
人
、

民
間

企
業
、

私
立
大

学
、

私
立
高
等

専
門
学
校
等

本省 戦略的情報通信研究開発推進制度 ③ ③ ③ ③ ③ Ｈ１４年度

情報通信分野における基礎研究推進制度 ③ ③ ③ ③ ③ Ｈ１３年度

ギガビットネットワーク利活用研究開発制度 ③ ③ ③ ③ ③ Ｈ１３年度

新たな通信・放送事業分野開拓のための先進的技術
開発支援

①② ①② ①② ①② ①② Ｈ１４年度

民間基盤技術研究促進制度 ③※1 Ｈ１３年度

消防庁 消防防災科学技術研究推進制度 ③ ③ ③ ③ ③ 検討中

本省
日本学術振興会

科学研究費補助金 ①※２ ①※３ ①※３ ①※４ ①※５

H13年度よ
り「基盤研究
（Ｓ）」及び
「学術創成研
究費」につい
て導入。他種
目への導入は
検討中。

科学技術振興事業団
（平成15年10月以降
独立行政法人科学技術振
興機構）

戦略的創造研究推進事業

④基本的に
はＪＳＴが
直接執行

し、研究を
サポート(一

部委託）

④基本的に
はＪＳＴが
直接執行

し、研究を
サポート(一

部委託）

④基本的に
はＪＳＴが
直接執行

し、研究を
サポート(一

部委託）

④基本的に
はＪＳＴが
直接執行

し、研究を
サポート(一

部委託）

④基本的に
はＪＳＴが
直接執行

し、研究を
サポート(一

部委託）

H13年度

本省 科学技術振興調整費 ④示達 ④示達 ③ ③ ③ H13年度

本省 独創的革新技術開発研究提案公募制度
（産学官連携イノベーション創出事業の一部）

① ① ① ①

①又は②
（②は公益
法人、民間
企業のみ）

H１４年度

本省
大学発ベンチャー創出支援制度
（産学官連携イノベーション創出事業の一部）

① ① ① ① ①※６ H１４年度

独立行政法人科学技術振
興機構

大学発ベンチャー創出事業
（平成15年度新規採択課題より）

③の方向で
検討中

③の方向で
検討中

③の方向で
検討中

③の方向で
検討中

③の方向で
検討中

H１５年度

本省 未来開拓学術研究費補助金（Ｈ13年度より継続分のみ） ① ① ① ① ①※６

本省 厚生労働科学研究費補助金 ① ① ① ① ① Ｈ１４年度

医薬品副作用被害救済・
研究振興調査機構

保健医療分野における基礎研究推進事業 ③ ④共同研究 ③ ③ ③ 検討中

新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業 ③ ④共同研究 ③ ③ ③ Ｈ１４年度

新事業創出研究開発事業 ③ ④共同研究 ③ ③ ③ 　　　〃

独立行政法人農業・生物
系特定産業技術研究機構
（仮称）

生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業 ③ ④共同研究 ③ ③ ③ Ｈ１５年度

本省 民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業 ② 　　　〃

本省 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 ③ ③ ③ ③ Ｈ１４年度

経済産業省
新エネルギー・産業技術
総合開発機構

産業技術研究助成事業 ① ① ① ① ①※７ Ｈ１３年度

運輸施設整備事業団 運輸分野における基礎的研究推進制度 ③ ④共同研究 ③ ③ ③ Ｈ１５年度

本省 建設技術研究開発助成制度 ①※８ ①※８

①※９

②※１０
Ｈ１４年度

本省 地球環境研究総合推進費 ③
④所属府省
予算へ移替
え後示達

③所管府省
予算へ移替
え後委託

③ ③ Ｈ１４年度

本省 環境技術開発等推進費 ①
④所属府省
予算へ移替
え後示達

③所管府省
予算へ移替
え後委託

② ② Ｈ１４年度

本省 廃棄物処理等科学研究費補助金 ① ① ① ① ① Ｈ１４年度

は特殊法人により配分される制度
は個人補助制度

※１　民間の登記法人に限る

※７　民間企業、公益法人は対象外。私立大学、特殊法人（非株式会社形態のもの）等を対象。
※８　大学及び大学の付属研究機関を対象
※９　公益法人、私立大学、大学の付属試験研究機関及び国土交通大臣が適当と認める法人を対象

厚生労働省

農林水産省

文部科学省

※５　特殊法人及び公益法人は、学術研究を行うものとして文部科学大臣が指定するものが対象であり、民間企業は対象外。
※６　特殊法人は研究開発を行っているものが対象であり、公益法人、民間企業は対象外。

※４　公設試験研究機関については、学術研究を行うものとして文部科学大臣が指定するものが対象。

生物系特定産業技術研究
推進機構/（15年10月以
降、独立行政法人農業・
生物系特定産業技術研究
機構（仮称））

国土交通省

環　境　省

第７回資料２－１

※２　対象には、大学評価・学位授与機構、及び国立学校財務センターを含む。
※３　学術研究を行うものとして文部科学大臣が指定するものが対象。

配分先
（各欄に記載した機関に所属した研究者が主任研究者であることを示す）

省庁名

通信・放送機構

エフォート記
載の導入年度

制　　　　度　　　　名

総務省

担当機関
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個人補助金制度の研究者所属機関との関係に係る規定及びこれを定めている文書について 第７回資料２－２

通信・放送機構
文部科学省、

日本学術振興会
文部科学省 文部科学省 厚生労働省

新エネルギー・
産業技術総合開発機構

国土交通省 環境省 環境省

新たな通信・放送事業分野開
拓のための先進的技術開発支

援
科学研究費補助金

独創的革新技術開発研
究提案公募制度

大学等発ベンチャー創
出支援制度

厚生労働科学研究費補
助金

産業技術研究助成事業
建設技術研究開発助成

制度
環境技術開発等推進費

廃棄物処理等科学研究
費補助金

研究代表者の所属機
関を経由して申請す
ることとされている
か

されている（国際共同研究助
成）　　※なお、本制度には
３つのプログラム（国際共同
研究助成、先進技術型研究開
発助成、および高齢者・障害
者向け通信・放送サービス充
実研究開発助成）があるが、
国際共同研究助成以外は実質
的には機関補助であり、個人
補助の実績はほとんどな
い）。      「平成1４年度応
募案内（国際共同研究助成）
Ｐ６．　２、(４)」

されている

平成１５年度科学研究費補助
金(科学研究費､研究成果公開
促進費)公募要領
Ⅰ　２．（３）①　申請方法

されていない。但し、代表
者、研究代表者又は分担研究
者が申請課題に従事すること
について、本人に確認して承
諾を、それぞれの所属機関か
ら同意を得なければならな
い。（平成１４年度公募要領
Ｐ９　３．（１）②、同
（２）等）

されていない
ただし、申請に際して、申請
者（代表者）、研究代表者ま
たは分担研究者が申請課題に
従事することについて、所属
機関の同意を得ておく必要が
ある。（平成１４年度公募要
領ｐ９（２））

されていない
ただし、研究事業に従事しよ
うとする者が機関に勤務して
いる場合には、交付申請書
に、当該機関の長の承諾書を
添えなければならない。
「厚生労働科学研究費補助金
取扱規程　第１０条」

申請書は研究代表者が申請す
ることとなっているが、その
際に必ず所属機関長による承
諾書の提出を義務付けてお
り、研究内容の把握等は可能
となっている。
また、研究分担者について
も、研究分担者が自ら所属機
関長による承諾書を提出する
ことを義務付けている。
例「平成１４年度公募要領
応募様式　（別添１）」

されていない
ただし、研究代表者及び共同
研究者が機関に属している場
合には、応募書類として機関
長による承諾書を提出しなけ
ればならない。（平成１４年
度募集要領P14　様式A-
7）

されていない
しかしながら、平成１５年度
における公募においては、個
人補助対象者（申請者が国立
大学、大学等共同利用機関、
国立高等専門学校に所属する
場合のみ個人補助となる）か
らの申請に際し、所属機関の
代表者の承認を経た上で提出
するように検討しているとこ
ろ。

されている
「平成１４年度廃棄物処理等
科学研究費補助金交付要綱」
の第１４条に記載
※補助対象経費額が500万
以上の場合は、研究代表者が
所属する研究機関の長が、
500万未満の場合は研究代
表者が申請する。（ただし、
研究者の所属する機関等の長
による承諾書はともに必
要。）

補助金の受領及び経
理を研究代表者の所
属機関の代表者に委
任することとされて
いるか

所属機関の代表者への委任規
定はないが、所属機関の経理
担当者が経理を行うこととす
る旨規定している（国際共同
研究助成）。　　　　「平成
１４年度応募案内（国際共同
研究助成）　Ｐ１４．　３、
(２)」　　※国際共同研究助
成以外については上欄の※記
載のとおり。

されている

科学研究費の取扱いについて
（通知）
Ⅰ　科学研究費の交付先

原則、されている。（平成１
４年度公募要領　Ｐ１２
４．（２）④等）

原則、されている
（公募要領ｐ１１（２）④）

補助金の経理は原則として研
究者の所属機関の長に委任す
ることとし、補助金の受領は
任意としている。
「厚生労働科学研究費補助金
における事務委任について
（平成１３年７月５日厚科第
３３２号厚生科学課長決定）
１．」

原則、所属機関へ委任するこ
ととしている。
例「平成１４年度公募要領
３．事業のスキーム　(4)助
成対象経費に係る経理事務」

されていない されていない
しかしながら、平成１５年度
より、個人補助の経理を所属
機関の代表者に委任するよう
検討しているところ。

されている
「平成１４年度廃棄物処理等
科学研究費補助金交付要綱」
の第１９条及び交付申請書作
成要領に記載

実績報告書につい
て、研究代表者の機
関を経由して提出す
ることとされている
か

されていない されている

科学研究費の取扱いについて
（通知）
Ⅳ　１　各年度終了時の手続

されていない。（補助事業の
手引き　第２章　６．（３）
①及び②等）

されていない 実績報告書を提出する時は、
研究者の所属機関の長が経費
所要額精算調書を作成し、主
任研究者がこれを含めて実績
報告書を提出することとして
いる。
「厚生労働科学研究費補助金
取扱細則　１４」

決算報告書の作成等助成金の
管理は原則、所属機関が行う
こととなっており、最終的な
実績報告書の提出については
研究代表者が行うこととなっ
ている。

されていない されていない
しかしながら、平成１５年度
より、研究代表者の所属機関
の代表者より提出するように
検討しているところ。

されている
※特に記載は無いが、申請時
と同様である。
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研究代表者の所属機
関を経由して申請す
ることとされている
か、また、研究分担
者及びその所属機関
の承諾を求めている
か。

されている（国際共同研究助
成）　　※なお、本制度には
３つのプログラム（国際共同
研究助成、先進技術型研究開
発助成、および高齢者・障害
者向け通信・放送サービス充
実研究開発助成）があるが、
国際共同研究助成以外は実質
的には機関補助であり、個人
補助の実績はほとんどな
い）。      「平成1４年度応
募案内（国際共同研究助成）
Ｐ６．　　２、(４)」

されている

平成１５年度科学研究費補助
金（科学研究費、研究成果公
開促進費）公募要領
Ⅰ　２．（３）①　申請方法
Ⅰ　２．（１）⑬　３）承諾
書

されていない。但し、代表
者、研究代表者又は分担研究
者が申請課題に従事すること
について、本人に確認して承
諾を、それぞれの所属機関か
ら同意を得なければならな
い。（平成１４年度公募要領
Ｐ９　３．（１）②、同
（２）等）

されていない
ただし、申請に際して、申請
者（代表者）、研究代表者ま
たは分担研究者が申請課題に
従事することについて、所属
機関の同意を得ておく必要が
ある。（平成１４年度公募要
領ｐ９（２））

されていない
ただし、研究事業に従事しよ
うとする者が機関に勤務して
いる場合には、交付申請書
に、当該機関の長の承諾書を
添えなければならない。
「厚生労働科学研究費補助金
取扱規程　第１０条」

申請書は研究代表者が申請す
ることとなっているが、その
際に必ず所属機関長による承
諾書の提出を義務付けてお
り、研究内容の把握等は可能
となっている。
また、研究分担者について
も、研究分担者が自ら所属機
関長による承諾書を提出する
ことを義務付けている。
例「平成１４年度公募要領
応募様式　（別添１）」

されていない
ただし、研究代表者及び共同
研究者が機関に属している場
合には、応募書類として機関
長による承諾書を提出しなけ
ればならない。（平成１４年
度募集要領P14　様式A-
7）

されていない
しかしながら、平成１５年度
における公募においては、個
人補助対象者（申請者が国立
大学、大学等共同利用機関、
国立高等専門学校に所属する
場合のみ個人補助となる）か
らの申請に際し、所属機関の
代表者の承認、研究分担者及
びその所属機関の承諾も得た
うえで提出するよう検討して
いるところ。

されている
「平成１４年度廃棄物処理等
科学研究費補助金交付要綱」
の第１４条に記載
※補助対象経費額が500万
以上の場合は、研究代表者が
所属する研究機関の長が、
500万未満の場合は研究代
表者が申請する。（ただし、
研究者の所属する機関等の長
による承諾書はともに必
要。）

補助金の受領及び経
理を研究代表者の所
属機関の代表者に委
任することとされて
いるか。また、研究
分担者に配分する場
合、研究分担者の所
属機関の代表者に受
領及び経理が委任さ
れているか。

所属機関の代表者への委任規
定はないが、所属機関の経理
担当者が経理を行うこととす
る旨規定している（国際共同
研究助成）。　　　　「平成
１４年度応募案内（国際共同
研究助成）　Ｐ１４．　３、
(２)」　　※国際共同研究助
成以外については上欄の※記
載のとおり。

されている

科学研究費の取扱いについて
（通知）
Ⅰ　科学研究費の交付先

原則、されている。（平成１
４年度公募要領　Ｐ１２
４．（２）④等）

原則、されている
（公募要領ｐ１１（２）④）

補助金の経理は原則として研
究者の所属機関の長に委任す
ることとし、補助金の受領は
任意としている。
「厚生労働科学研究費補助金
における事務委任について
（平成１３年７月５日厚科第
３３２号厚生科学課長決定）
１．」

原則、研究代表者の所属機関
へ委任することとしている。
例「平成１４年度公募要領
３．事業のスキーム　(4)助
成対象経費に係る経理事務」
また、研究分担者への研究費
の配分は行っていない。

されていない されていない
しかしながら、平成１５年度
より、研究代表者に対し、公
認会計士等による補助金の適
切な管理を求めるべく検討し
ているところ。また、研究分
担者に対しては、研究代表者
が委託契約より配分すること
とし、研究分担者の所属する
機関の長に経理を委任するよ
う検討しているところ。

されている
「平成１４年度廃棄物処理等
科学研究費補助金交付要綱」
の第１９条及び交付申請書作
成要領に記載

実績報告書につい
て、研究代表者の機
関を経由して提出す
ることとされている
か。また、研究分担
者の所属機関は当該
分担者に関する報告
内容を把握すること
とされているか。

されていない されている
なお、研究内容の報告書につ
いては、研究分担者から直接
研究代表者に報告され、研究
代表者の責任で一括して作成
される。

科学研究費の取扱いについて
（通知）
Ⅳ　１　各年度終了時の手続

されていない。（補助事業の
手引き　第２章　６．（３）
①及び②等）

されていない 研究代表者の機関を経由して
提出することとはされていな
いが、分担研究者の所属機関
の長は、当該分担研究者の経
理状況を把握することとされ
ている。

決算報告書の作成等助成金の
管理は原則、所属機関が行う
こととなっており、最終的な
実績報告書の提出については
研究代表者が行うこととなっ
ている。
また、研究分担者への研究費
の配分は行っていないため、
研究分担者からの実績報告書
の提出はない。

されていない されていない
研究代表者からの実績報告
は、機関経由とはならない
が、上記のとおり、適切な管
理を実施するよう求めていく
こととする。また、研究分担
者からの実績報告は、委託契
約に基づき、研究分担者の所
属する機関の長が委託者（研
究代表者）に報告することを
検討しているところ。

されている
※特に記載は無いが、申請時
と同様である。

個人補助金制度のうち、廃止予定の制度、平成１５年度より個人補助ではなくなる制度等は除外した。

配分機関

制度名称

○
研
究
代
表
者
の
個
人
研
究
あ
る
い
は
、

同
一
機
関
内
で
の
研
究
分
担

者
が
あ
る
場
合

○
研
究
代
表
者
と
研
究
分
担
者
の
所
属
機
関
が
異
な
る
場
合


